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連邦裁判所のヘビアス・コーパス審査における 
州裁判所の最終判断の判定方法

　——WILSON v. SELLERS, 584 U.S. -, 138 S. Ct. 1188 (2018)

君塚　正臣

［事実の概要］

　Marion Wilson Jr. は、1996 年 3 月 28 日に、非番警察官のドノヴァン・コー

リー・パークスを、共犯者のロバート・アール・バッツと共に被害者の車の後

部座席から散弾銃で襲い、死亡させた上、その車を燃やした 1）。2 人はいわゆ

るストリート・ギャングの一員とされる。1997 年にジョージア州陪審によっ

て殺人その他で有罪の評決をされ、死刑を宣告された。1999 年には州最高裁

により上告を棄却され 2）、連邦最高裁も事件記録移送令状を出さなかった 3）。

　そこでまず、Wilson は、州地裁に人身保護（habeas corpus）の申立てを行い、

そこでは主に、弁護人の援助が非効果的（ineffective assistance of counsel）であっ

たとする主張を、連邦最高裁の下した Strickland v. Washington 判決 4）に準拠

して行った。弁護人は不遇な幼少期についての証言を集めず、また、脳前頭

葉の障害があるとの主張を弁護人に求めたが、聞き入れられなかったという

のである。州地裁は、2008 年になって、証拠の累積により結論が変わること

はなく、そこでの主張も新たな証拠に基づくものとも言えないとして、申立

てを斥けた 5）。州最高裁も 2010 年 5 月 3 日に上告を簡単に斥け 6）、連邦最高

裁も、同年 12 月 6 日に、一文の判決文をもって事件記録移送令状を出さない
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決定を下した 7）。

　次に、Wilson は、連邦地裁に対しても、連邦法上の人身保護の申立てを行い、

再び、主に弁護人の援助が非効果的であったとする主張を展開した。連邦地裁

は 2013 年に、生立ちや身体的問題の調査は不十分だが、それらに裏付けがあ

るものでもなく、多くの証言の累積だけで量刑を判断するのに十分であるなど

として、申立てを拒絶した 8）。しかし、第 11 巡回区控訴裁判所は、2016 年、6

名の裁判官の意見により、州最高裁は人身保護令状を出さない理由を述べてお

らず、そのような場合は、同裁判所が上告を棄却した理由を同判断から探すべ

きであるとして、「見透す」（look through）だけでは不十分だなどとして、連邦

地裁の判断を覆した 9）。残る 5 名の裁判官は、このような場合は、同裁判所は

下級審の判断理由に同意したと見做せる、「見透す」手法が正しいとした 10）。

連邦最高裁は、このままでは巡回区の間で分裂を引き起こす 11）として、事件

記録移送命令を出した 12）。

［判　旨］　6 対 3 で差戻し。

＜ブレイヤー法廷意見＞
　ロバーツ、ケネディ、ギンズバーグ、ソトマヨール、ケイガンが同調。

　一　1996 年テロ防止および効果的死刑法（AEDPA）13））は、「州裁判所におい

て本案上裁かれる」問題について（連邦の人身保護令状を扱う裁判所で）再度の判

断を求める囚人に、当該州裁判所の「判断」が、（1）「明らかに確立した連邦

法に反するか、その不合理な適用を伴うものである」か、（2）「州裁判所の訴

訟手続で提出された証拠に照らして、不合理な事実認定に基づいたものである」

かの何れかであることを示すことを要求していた 14）。州の裁判所の判断が連

邦法の不合理な適用を「伴った」か、又は、事実の不合理な決定に「基づいた」

かを決定することは、「州の裁判所が州の囚人の連邦法上の要求を拒否した特

定の理由に関して――法と事実の両方とも――注意することを訓練すること」



連邦裁判所のヘビアス・コーパス審査における州裁判所の最終判断の判定方法

261

を、連邦の人身保護令状を扱う裁判所に要求する 15）。囚人の連邦法上の要求

を決定する州の最後の法廷が、本案の上でその判断の理由を述べるとき、それ

が率直な審理である 16）。

　ただ、本案に関する州の判決、つまりは、州最高裁の判断がそれらの理由を

伴っていないとき、連邦の人身保護令状を扱う裁判官は、どのように州の裁判

所の理由を捜し出すかは問題である。判決は、例えば、「上訴棄却する」（affirmed）

であるとか「否定する」（denied）などのような、一語の命令だけで構成するこ

ともできる。連邦の人身保護令状を扱う法廷はそのときどうするか。我々は、

連邦裁判所は、関連した理論的根拠を提示する最後に判断された州裁判所の判

決の説明なき判断を「見透さ」（look through）なければならない、と判決した。

しかし、州は、それが、州最高裁に送付されたか議論された、もしくはそれが

検討した記録において明白な上訴棄却のそれ以外の根拠により、説明なき上訴

棄却が州の下級審の判断とは殆どは異なる根拠に頼ったか、または、多分殆ど

頼ったことを示すことで、推定に反論することができる。

　二　連邦人身保護法は、「見透す」推定を用いると結論付ける。それは、本

法廷の先例と一致する。Ylst v. Nunnemaker 判決 17）では、カリフォルニア州

裁判所で有罪とされた被告が、Miranda v. Arizona 判決 18）に準拠した憲法上

の主張を立てて、州のより上級の裁判所に上訴したものの、「ミランダ原則違

反に基づく異議は、上訴の際に初めて言い出すことはできない」19）として拒

絶された。州の上級審は、その判断の理由を示さなかった。本法廷は、連邦裁

判所がこの状況で州の裁判所の理由付けをどのように捜し出すかについて、最

終的に決定しなければならなかった。スカリア裁判官の法廷意見は、形式的命

令が判断の理由について何もかも伝達する筈がなく、理由を考えることは難し

くて不自然なことであるが、より初期の意見が「主に連邦法に基づくようにか

なり見える」ならば、それ以降の説明なき命令によって引き合いに出されなかっ

た、と推定するものだと述べた 20）。Ylst 判決以降、第 8 巡回区以外は、この「見

透す」推定を行ってきた 21）。
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　「見透す」推定がしばしば現実的であるという事実に照らせば、驚くべきこ

とではない、というのも、州の上級審はしばしば 22）下級審の理由を調べ、そ

して、自らがそれに不賛成である有意な理由を何も捜し出さなかったとき、「否

定する」（denied）か「上訴棄却する」（affirmed）か「却下する」（dismissed）と記

して却下するからである。この推定は、しばしばより効率的に運用される。

　州は、Ylst 判決の代わりに 2011 年の Harrington v. Richter 判決の存在を指

摘する。本法廷は、「連邦法上の主張が州の裁判所によって示され、そして、

州の裁判所が救済を拒んだとき、本案の上で、いかなる徴候、又はそれと反対

の州の法手続的原理がない場合でも、州の裁判所はそういった主張について判

決を下したものと考えることができる」と結論付けた 23）。しかし、我々の意

見では、Richter 判決は本件を支配しない。同事例は、我々が扱っている論点

に直接関係しない。というのは、Richter 判決には目を向けるべき下級審の意

見がなかったからである。それは、有罪となった被告が彼の連邦憲法上の主張

を、カリフォルニア州最高裁で初めて主張した事例なのである 24）。「州裁判所

が他の説明を考える幾つかの理由があるとき、解決できるであろうことはよ

くある」。それを、Ylst 判決を支持する 25）中で言及した。我々は、本案を含む

ケースにおいて、下級審の判断に「見透した」26）。我々は、州裁判所の略式な

（summarily）上訴棄却を審査することさえ引合いに出さず、州の下級審によっ

て示された実際の理由にだけ集中し、AEDPA の下での理由付けに従った。

　三　「見透す」推定が、上級審の判断の基礎を正確に確認しない多くの事案

があり得たということを、州は指摘した。しかし、それは、我々が、推定する

として、絶対のルールとはしなかった理由である。下級審の判断を語らないと

いうことは、州最高裁が同じ理由付けを採用することがありそうもないという

証拠を提示する。反対意見は、Redmon v. Johnson 判決 27）でのジョージア州

最高裁の最近の判断ゆえ、判断は下級審の理由付けを採用したと読まれてはな

らない、と論じる。これは要点を捉え損なっている。連邦控訴裁の寡黙な意見

は下級審の理由付けを受け入れているのだと、我々が常に考えるわけではない
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ということを、州も示している。州も反対意見も、類似した文脈の例を提示し

ない。他の文脈での一般論として、我々が、理由を語らない連邦高裁の判断に

関して「見透す」アプローチを採用したのならば、沈黙を通して、長年の総合

的な巡回区の先例――まさに、寡黙な判断がしないと考えられるもの――を改

造しながらこれらの判断を読むことは、裁判官と弁護士を危険に晒す。寧ろ、

仮定は、州の上級審の判断の根拠の反復を求めている。このアプローチは、州

の裁判所が実際にしたものをより尊重するものであり、そして、実際には、よ

り支えとなる理由付けに関して、沈黙に代えて連邦裁の考えによることを連邦

裁に求めるよりも、適用がより簡単そうである。最後に、州は、「見透す」ア

プローチによると、作業負担を課され、略式な決定をしたのを好んだところで

完全な意見を書かなければならないことを信じているため、州の裁判所をリー

ドすることについて議論する。だが、問題が経験に基づくものであるけれども、

文脈の狭さという中では、我々は、彼らがそうすることを強要されると感じる

と――少なくとも有意な程度では――思っていない。

　これらの理由のために、第 11 巡回区の判断は覆され、そして、事件は本意

見と矛盾しない訴訟手続を行うべく差し戻される。

　

＜ゴーサッチ反対意見＞
　トーマス、アリトーが同調。

　連邦の人身保護令状の審査を規定している法令は、「見透す」推定をおよそ

容認しない。上告事件を審理する審査の伝統的な原則はそうではない。私は、

我々が我々自身のために要求するより少ない尊敬しか払わないなら、州裁判所

における我々の同僚の仕事を扱う正当な理由を認めることができないので、申

立人の推定を拒絶し、謹んで異議を唱えなければならない。法廷意見は、我々

に、「州の下級審の判断が不合理な」ケースでは、州最高裁が不合理な理由付

けを採用することは「ありそうでない」ので、仮定は重要であるべきではない

と語る。法廷意見は、新しい推定と反論の旅の結果、幸いにして、我々が初め
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にずっといた場所のかなり近くの結論に結局は戻ってくるだろう。

　AEDPA は、州による刑事の有罪判決について、連邦による審査を命じてい

る。条文と我々の先例から明らかなように、連邦の人身保護令状を取り扱う裁

判所は、審査を、州の下級審による以前の判断でなく、本案についての州の最

終的な裁判所の判断に集中させなければならない 28）。最終的な州の裁判所の

判断が完全な意見か略式な命令なのかは、重要でない。同じ敬意は、全ての最

終的な州裁判所の判決に与えられるべきものである 29）。最終的な州の裁判所

の判断が「説明を伴わない」ときでもあっても、救済を拒む合理的な根拠が州

の裁判所にはなかったことを示す負担は、人身保護の申立人がなお負わなけれ

ばならない。」30）連邦裁判所は、命令が、法律と事実の許したいかなる合理的

な根拠にも頼る、と考えなければならない。AEDPA で、議会は、連邦人身保

護令状の審査が「普通の誤りの矯正の代替物」であるべしという概念を拒絶し

た 31）。「このアプローチを採る理由は、よく知られている。『州の有罪判決に

対する連邦の人身保護の審査は、犯罪者を処罰する州の主権を傷付け、憲法上

の権利を守るために彼らの善意の試みを傷付ける』。それは『結論を下す訴訟

によって動きを止めて州の有意な利益を妨げ、若干の収容犯罪者を処罰する権

利を社会に与えず、そして、連邦司法権限の殆どの行使によって適合せず、多

少州に割り込むのである。』」32） 申立人と法廷意見は、今日、これらの権限を区

別しようと努めるが、私は、彼らが成功するようには思えない。

　法令と我々の先例は、連邦の人身保護の審査は、その前のいかなる判断でも

なく、最終的な州の裁判所の判断を見るべき理由を述べている。それを否定す

るためには、申立人は、それが連邦法の不合理な適用を伴っていることを立証

しなければならない。我々の当事者主義のシステムでは、連邦裁判所は、その

前の当事者でもなく、下級審が何も示していない議論を想像したり仮定したり

することを、一般に要求されない。勿論、連邦裁判所は、法律と記録で明らか

な人身保護令状の救済を拒む別の根拠をもって、その申立てをときには熟考で

きる。だが、そうする義務が一般に付されているわけではない 33）。上級審には、
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通常、彼らの下にやってくる事件について、事実と法を審査する独立した義務

がある。しばしば、彼らは下級審の意見に誤りがあったと見る。彼らは、当事

者によってなされる議論、又は（ときどき）記録の文面からして明らかだとして、

他の根拠に賛同することもできる 34）。そして、忙しい上級審は、結果が同じ

であることが確実であるとき、下級審が誤りであり、賛同できる他の根拠を述

べる利益を、その限られた資源を捧げてもときどきしか発見できず、それで、

その代わりに略式な（summarily）上訴棄却をするのである。だから、本法廷は、

下級審の意見で明瞭に表現される理由が書かれていない我々の略式な上訴棄

却命令から推定するのは危ないと、読み手に対して伝統的に警告してきた 35）。

実際、上告事件審理の慣例の伝統的な理解を適用しつつ、本法廷は、州の上級

審は、目の前にある上訴趣意書よりも下級審の意見を読んでいる、という推定

を拒否してきていた 36）。今、それを頼れというのは、もう理解不能である。

　申立人はジョージア州で有罪判決を下された。そして、我が法廷に本件が係

属している間に、同州最高裁は、州が「本法廷が上訴の申立てに対する人身保

護救済を拒む命令を即座に下せないとき、我々は、その命令で言われる全てに、

必然的に同意していると推定することはできないとして、下級審の判断を追認

する命令を出した。」37）裁判所は、「多くの根拠に基づいて」、「重要でない誤

り」だけを捜し出す。裁判所は、通常、略式な判決で上訴を棄却するが、その

理由は上訴の完全な処置をする経費が、悪意のない誤り、特により結果として

生じる事柄に対応するために裁判所に過重な取扱い件数と要求を課されること

を修正する利点を上回るからである。申立人はこのように現実を見ていない。

そして、推定は、特にもう一つの点で非現実的である。法廷意見と申立人は、

州最高裁による略式な命令は、州の下級審によって表明される全ての具体的な

理由を採用したと考える。彼らははるかにより現実的な可能性を無視している。

州裁判所の有罪判決に対する人身保護審査においては、連邦裁判所は、連邦法

の問題を審査できるだけである。州の下級審の意見が独立して適切な州法上の

根拠にはっきりと頼るならば、我々は、後に下された州の上級審の略式な判決
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での処分がそれも実施したと推定しなければならない 38）。AEDPA の要求を解

釈する仕事は Richter 判決に任せられた。そして、我々が見たように、同判決

は申立人の仮定を排除する。Richter 判決は Ylst 判決を覆さなかった。我々は、

略式な上訴棄却が下級審の理由に頼ったのだと推定できると読まれてはならな

いという、普通のルールを保っていかねばならない。たまたま州の人身保護事

案で生じる略式な命令は、法の世界のどこでも起こることと同様、敬譲を受け

なければならない。

　申立人の新しい推定は、法的に何らの由来も欠いているだけでなく、それは、

面倒であって何も約束しないものである。第 8 巡回区の判決における反対意見

でさえ、推定を擁護した後、審査の下、これらの線に沿った断り書きはそれに

反論するために十分でなければならないことを認めた 39）。勿論、ジョージア

州最高裁は、最近、反対意見の招待にまさにそのような断り書きを出すことで

答えたのである。結局は、申立人の推定は、彼のためには何も達成しなさそう

であり、そして、他者のための不必要な仕事だけを達成しそうである。連邦裁

判所は、急ぎ以下を決定することを求められている。州最高裁が、その決定が

下記の理由付けを必ずしも採用するというわけではない理由を述べている、あ

らゆる略式な命令における言葉を含むときでも、「見透す」推定は生き残るか。

州最高裁が、同じ効果ではないが僅かに異なることを言ったとき、それが救済

を拒む前に関連した法律と証拠を独立して熟考した各々の事案で、何を宣言す

るのか。そして、我々が、州の裁判所の断り書きが見えなければならないもの

をそれらが現れなければならないところで命じ始めるならば、州の刑事司法制

度の中で、我々の審査が「極端な故障」だけを警戒することを目的とする議会

の方向で、何がまさに残されるものなのか、である。法的な上告趣意書又は他

の報告以外に、州最高裁に示された、州の下級審の意見が誤りを含むと言うの

ならば、上訴を棄却する堅実な代わりの根拠を示すべきである。法廷意見が述

べているように、「見透す」推定が「州の下級審の判断が不合理であるところで」

反論されることができるならば、どんな利益を齎
もたら

すかを見るのは難しい。法廷
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意見も我々に語るように、連邦の人身保護令状を扱う裁判所が、常に、記録上

も明らかな、又は、州か連邦の訴訟手続で当事者によって示される他の議論に

基づく根拠の上の救済を拒めるならば、「見透す」推定は本当に何も意味しな

いのであり、出発地点に我々は戻る。連邦の人身保護令状を扱う裁判所は、州

と連邦の裁判所で示される全ての議論を見なければならず、かつ、州の法廷記

録を調べなければならない。まさに第 11 巡回区控訴裁判所が判決したことを

しなければならなかったのである。

　今日、申立人は、AEDPA、上告事件審理の伝統的な原則及び、ジョージア

州の慣例が、全て排除している新しい推定を採用すべく、我々を呼び起こした。

それは、州裁判所の同僚の仕事を、軽蔑をもって扱うことを我々に要求する招

待であり、我々はそれを大目に見ることができない。謹んで、私はこの回り道

の旅への同行の招待を断る 40）。

［研　究］

はじめに
　上訴を受けた裁判所が簡単にこれを棄却した場合、その裁判所は原審の理由

付けに賛成したと見做してよいか。しかも、本判決が、連邦の人身保護手続の

事例であり、その手続を「改善」しようとした AEDPA 制定以降の事案であ

ることが問題を複雑化させる。また、そこには、日本とは異なる連邦制が影を

落とす。本判決の検討に際しては、まずは直截的な日本法への示唆を求めるの

ではなく、まずはアメリカ法の現構造をよく踏まえることが肝要であろう。

　なお、本判決は、リベラル派に中間派・長官が付いて法廷意見が形成されて

いる 41）。法廷意見は、州裁判所の最終判断を「解釈」する分、連邦派寄りと

言えなくもないが、それよりはリベラル派の結束の方が目立つようである。
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1　ヘビアス・コーパスとAEDPA
　ヘビアス・コーパス（habeas corpus）は、「元来民事手続として性格づけられ

てきた」42）ものである。habeas corpus とは、元々、身柄を提出すべし（You 

shall have the body）という意味のラテン語である 43）。イギリスにおいて発展し

てきたそれについては、ローマ法由来だとする説 44）もマグナ・カルタ起源と

する説 45）もあるが、それらは根拠が不確かであり 46）、13 世紀中葉には、当事

者を強制的に出廷させる身柄提出令状であり、訴訟の中間に発せられる令状で

あったとするのが確かなところである 47）。14 世紀には人口爆発と犯罪増によ

り、手続の適正でない国王裁判所の裁判が横行したと言われる 48）。15 世紀頃

には、異なった裁判権の間で、裁判所間の裁判権争いの手段として用いられる

ようになり、チューダー朝の始まる 15 世紀末には、国王裁判所から発展した

コモン・ロー裁判所が、国王評議会、大法官裁判所（衡平裁判所）、高等宗務官

裁判所の裁判権を喰むようになっていった 49）。スチュアート朝前期に、国王

が悪名高き星室裁判所などのコモン・ロー外の機関を利用して反対派を抑圧し

ようとした際に、これらに拘禁されていた者がコモン・ロー裁判所の発給する

この令状によって解放され、また、ローマ教皇の膨大な権限を確定する高等宗

務官裁判所の刑事裁判権から拘禁された者を救済する 50）などにより、次第に、

人身保護令状の性格を有するようになった。1641 年の星室裁判所廃止法 51）を

経て、1679 年の人身保護法（Habeas Corpus Act）により、刑事拘束について救

済の手続が整備されると、その性格を強めた 52）。但し、同法は刑事拘束以外

の被拘禁者に救済が及ばないなどの欠陥が早々に明らかとなり、18 世紀にお

ける発展は判例法に委ねられた 53）。1816 年法により、刑事拘束以外にも手続

を及ぼすようになった 54）。そして、何れも拘束されている者が、勾留の違法

性を争う場合、有罪判決は無効であってそれに基づく拘束も無効であると訴え

る場合、軍法会議の手続を争う場合、国外退去処分を争う場合、精神病院への

強制入院を争う場合、それに、未成年者を養育中の者にその引渡しを求める場

合などで用いられている 55）。このほか、アメリカでの第二次世界大戦中の西
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海岸在住の日系市民の事例 56）で記憶される、強制収容も射程とする。このよ

うに発展してきた現在のヘビアス・コーパスは人身保護令状と訳される。本人

やそれ以外の請求により手続が始まる 57）。

　この原則は植民地アメリカにも渡り、植民地法においても多くがヘビアス・

コーパスの規定を有し、違反に対する重い罰則を持った厳格な保釈法を採用し

ていた 58）。独立の過程で、ニューヨークなど 7 つの邦の憲法は、人身保護令

状に関する規定を有した 59）。連邦憲法 1 条 9 節 2 項でも、「反乱または侵略の

際に公共の安全のために必要な場合を除いて、人身保護令状の特権は停止され

てはならない」と謳われた 60）。1789 年裁判所法 14 条は、それをする裁判官の

権限を規定した。但し、同法は、州の囚人に対して令状をできないとの但書が

付いた 61）。1807 年の Ex Parte Bollmann 判決 62）は、同法が全連邦裁判所・裁

判官に令状権限を付与したと宣言した。人身保護請求は、被拘禁者でなくとも

何人でもでき、不法な監禁が行われていると信じる根拠を示す必要があり、審

理は優先的に迅速にして略式（summarily）で、つまりは陪審裁判によらずなさ

れる、釈放の決定に対して上訴で争うことはできないなどの特徴がある 63）。

　1867 年裁判所法 453 条は、その令状を「連邦の憲法、法律又は条約に違反

して自由を拘束された人」にも及ぼしたため、連邦の人身保護法が州の囚人に

も及ぶようになり、また、手続的保障も強めて、「現在に至る連邦の人身保護

手続の基本的な骨格」を作った 64）。そのような法律となった背景には、解放

されながら州の法律が許容する過酷なため、雇用条件でなお奴隷的拘束状態に

あった黒人を救済せねばならないという、特殊事情があった 65）。また、1880

年代まで連邦地裁が言い渡した有罪判決につき、連邦最高裁が誤判令状に

よって上訴審を行う権限を有さなかったことも一因である 66）。1868 年法で、

連邦議会は、早速、人身保護手続の連邦最高裁の上訴審としての役割を剥奪

した 67）が、これに対抗して連邦最高裁は直接自らの権限で人身保護令状を出

せる場合を広げていった 68）。そして、1873 年には、裁判権のある裁判所の判

決も、連邦の人身保護令状の前には無効とされ、被拘束者が釈放されることが
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現実となった 69）。また、その論理展開として、拘束の基礎となる法令の合憲

性も問題にできるようになった 70）。1885 年には、人身保護手続における連邦

最高裁の上訴審としての裁判権が明文で回復され、前述の連邦最高裁の積極

主義の第 2 の理由は消えた 71）。それでも、連邦最高裁の積極傾向は留まらず、

1915 年には Frank v. Mangum 判決 72）において、事実審法廷の混乱や群衆に

よる支配のために陪審が威嚇され、裁判官もこれに屈服するようであれば、適

正手続の逸脱であるときには人身保護令状のも認められることがある、と判

示するに至った。また、1938 年には Johnson v. Zerbst 判決73）においては、被

告が無学で資金もない中での弁護人抜き裁判は裁判上の障害があると判示さ

れ、弁護人依頼権侵害を理由とする人身保護令状の発付は多数となっていっ

た。1942 年には Waley v. Johnston 判決 74）で、管轄権上の欠陥に結び付けな

いで人身保護審査を認めた。1949 年には謀殺の事案である Cassel v. Texas 判

決 75）で、大陪審 16 人の候補者のうち黒人を 1 人までとしていた措置を違憲と

判断し、テキサス州刑事上訴裁判所の判決を破棄している 76）。このようにして、

州裁判所で有罪判決を受けた囚人が、連邦裁判所に、特に連邦憲法上の権利の

侵害を理由に再審査を求めるもの、つまりは「特別非常救済」もしくは「最終

的手段」77）として、人身保護手続が変遷してきたのである 78）。

　1949 年には法律が更に改正され 79）、人身保護令状の請求の濫用が制限され

ると共に、手続の簡素化がなされた 80)。同一事案の人身保護請求が次々と申し

立てられることは、判事の負担であると共に既判力の否定にも繋がるため、審

査を要する新たな理由の提示が必要となった 81）。現在に至る人身保護法はこ

こに整備されたと言えよう。その下で、身柄拘束に根拠がない、管轄外の裁判

官による判決である、相当の理由なく勾留令状が発せられた場合である、逮捕

後所定の期間内に公訴の提起や審理の開始がなされなかった場合など、判決等

が無効であれば、直ちに釈放される。弁護人依頼権の侵害、不十分な弁護の事

案でよく用いられる。逆に、逮捕令状や起訴状の瑕疵、証拠の充分性、判決等

の単なる誤謬などは上訴手続によるべきとされ、人身保護請求の対象ではない 82）。
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　1953 年にウォーレンが連邦最高裁長官に就任して暫くすると、連邦最高裁

はリベラルな空気に包まれた。人身保護令状の活躍場面も拡張される。1963

年の Townsend v. Sain 判決 83）では、真実吐露剤の薬効をもつ薬を投与された

下での自白は排除され、そのことを示さなかったことを申立人の責めに帰すべ

きではなく、事実問題につき証拠調べを求める権利が申立人にはあるとして事

件を差し戻したし、Gideon v. Wainwright 判決 84）では、州でも貧困者に国選

弁護を受ける権利が保障すべきであるとして、それなき死刑判決を差し戻した。

そして、同年の Fay v. Noia 判決 85）は、人身保護令状により審理できる主張を

画期的に拡張した。署名した自白調書のみを証拠に殺人罪に問われたが、上級

審で共犯者の自白が強制されたものであったことが明らかとなり、結局、上訴

していなかった Fay 自身の自白も強制されたものであることが判明した事案

である。連邦最高裁は、州の上訴手続を踏んでいなくとも連邦裁判所は救済で

きるが、州裁判所の秩序ある手続法を「熟慮した上で回避」（deliberate bypass）

することで手続的権利を喪失したときには連邦裁判所は救済を拒絶できる、と

判示した 86）。同判決は、連邦裁判所への人身保護請求の「上訴」としての力

を強いものとしたと言われる 87）。

　しかし、1969 年にバーガーが連邦最高裁長官となり、ニクソン大統領が

1972 年までに保守的な判事を送り込むと、連邦最高裁の空気も「もっと柔

軟なデュープロセスの基準に返る」88）方向に変化した。1973 年の Davis v. 

United States 判決 89）は、大陪審の選定手続で人種差別があったとの主張が事

実審の 3 年後に申し立てられた場合、手続法が要求している異議申立てを行

わなかった「正当な理由」（cause）が示され、かつ、その憲法違反行為による

「判決への具体的な影響」（actual prejudice）が証明されたときのみ、連邦の人身

保護審理がなされ得ると判示した。今までの基準を厳格化したものと言える。

1976 年の Stone v. Powell 判決 90）により、連邦憲法修正 4 条を根拠とする違法

収集証拠排除違反の主張は、有罪・無罪には直接関係しないとして、連邦の人

身保護救済の対象から除外され、「19 世紀後半以来初めてヘビアス・コーパス
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による救済の及ぶ範囲を縮小する判断」91）が示された。deliberate bypass 基準

は cause and actual prejudice 基準に転換されていった。1977 年の Wainwright 

v. Sykes 判決 92）においても、ミランダ違反の主張を州の手続法が求める方法

で提起しなかったときにも cause and actual prejudice 基準が適用されるとし

て、救済を拒まれた。1982 年、連邦最高裁は、United States v. Frady 判決 93）

において、上訴に適用される Plain error 理論は連邦人身保護手続には適用さ

れず、Sykes 判決の言う懈怠の「正当な理由」と「判決への具体的な影響」の

2 要素がない限り、救済を拒むとした。他方、1979 年の Jackson v. Virginia 判

決 94) では、訴訟記録上の検察側の証拠の証明力を最も有利に評価しても合理

的疑いを超える有罪の証明がないのに有罪を宣告されたという過誤（証拠不十

分の過誤）は、連邦人身保護手続でも正され得るとされた。1983 年の Morris v. 

Slappy 判決 95）では、連邦の人身保護手続で、被害者が強盗、強姦などで 3 度

の新たな公判の試練に晒されるということを第 9 巡回区控訴裁判所は全く考慮

していないと非難して、この事案での救済を拒んだ。

　そして、レーンキスト・コートに代わった 1991 年の McCleskey v. Zant 判

決 96）では、連邦の人身保護申立ての回数制限にも cause and actual prejudice

基準が適用されると判示し、新たに入手した証拠での 2 回目の申請が、1 回

目でも主張できた内容であれば受け容れ難いとして、申立てを却下した。弁

護人が州手続法を誤解し、上訴申立書の提出が期限に 3 日遅れた事案である、

Coleman v. Thompson 判決 97）で、手続法懈怠では連邦の人身保護救済はでき

ない、修正 6 条の権利の侵害となる非効果的弁護の事案でなければ救済はでき

ない、とした。また、1992 年の Keeney v. Tamayo-Reyes 判決 98）では、証拠

調べを行う場合を狭め、キューバ移民の被告が故殺についての不抗争の答弁を

したことにつき、後に適切に訳されていないとして人身保護令状を求めた事案

で、救済を拒絶した。レーンキスト・コートは、連邦人身保護請求の「上訴」

としての役割は大幅に縮小し 99）、遂には Fay 判決の基準を消し去った。

　このように、連邦の人身保護令状は、次第に制約を受けるようになってき
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た。その根拠としては、第 1 に、州裁判所の判断が連邦裁判所によって覆され

るという州権論的立場があり、また、第 2 には、連邦裁判所が人身保護救済を

広く行った結果、件数が激増し、その負担が限界を超えたため、より相応しい

事案の処理に集中すべきだという連邦裁判所の負担軽減・役割分担論的な立場

があったと思われる 100）。より端的には、凶悪な犯罪者が複数の回路を用いる

ことで延命を図っているだけではないかという、保守化した空気がアメリカに

蔓延してきたからのようにも思われる。

　ちょうどその頃、1995 年 4 月 19 日に 168 人が死亡したオクラホマシティの

連邦ビル爆破事件が発生する。AEDPA は、再選を狙っていたクリントン大統

領に煽られるように連邦議会を通過し 101)、大統領の署名により、1996 年 4 月

24 日に公布された。連邦議会は、1970 年代中頃から国際テロに対応した特別

法を幾つか成立させたが、個別法で対応できることや、政治的もしくは社会的

動機から面倒な証明責任を負うことを避けたいなどのことからか、国内テロの

包括的対策法を制定していなかったが、事件を契機に以上の障害を越えて、毅

然とした包括的テロ対策を導入することに傾いたのである 102）。外国テロリス

ト組織（Foreign Terrorist Organization）の指定権限は国務長官にあり、指定され

ると様々な法的制約を受ける 103）ことになっていた。このため、結社の自由あ

るいは手続的権利を侵害するのではないか、などの点が問題だと指摘されてい

た 104）が、それは小さなこととされていった。

　加えて、連邦議会は、連邦ビル爆破事件の犯人が死刑となることを予測し 105）、

執行を遅らせる障害に焦点を当てた 106）。特に、連邦人身保護手続で法廷が用い

るべきハードルを高めることに邁進した。AEDPA では、本件法廷意見で紹介し

たように、2 つのうち何れかの場合でなければ、連邦裁判所は州の有罪判決を審

査できないこととされ、州の囚人たちは極めて僅かな例外を除いて、明白かつ

確信を抱かせるに足る証拠（clear and convincing evidence）によって州裁判所の事実

認定を論駁できない限り、州裁判所の認定した事実に基づく論拠の展開ができ

なければ、新たな証拠の審理が受けられなくなるなどの制約が生じたのである 107）。
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　こういった制約は、人身保護手続の「精神」を没却するもので、違憲ではな

いのか。1996 年の Felker v. Turpin 判決 108）の事案で、Felker は、AEDPA が

成立した直後で自らの死刑執行予定期間の初日にあたる 1996 年 5 月 2 日に、

州裁判所が不十分な証拠の採用によって有罪判決を下したと主張して、連邦人

身保護手続による救済を申し立てた。しかし、連邦最高裁は、その主張は、最

初の州裁判所の手続においてなされるべきものであり、AEDPA の申立制約に

まさに該当するものであるから、その申立ては認められないと判示した。とこ

ろが、Felker は、AEDPA の規定は連邦裁判所の管轄権を違憲的に制約してい

ると主張して、再び連邦最高裁に救済を申し立てた。連邦最高裁は、AEDPA

の規定が救済の適否を判断する基準に影響を及ぼすことは否定し難いが、人身

保護手続による救済の申立てを連邦裁判所が審査する管轄権を妨げるもので

はない、として、憲法判断に踏み込むことなく、その申立てを斥けたのであ

る 109）。2011 年の Harrington v. Richter 判決を経て、2013 年の Burt v. Titlow

判決 110）でも、連邦最高裁は、弁護人が適切な援助をし、専門家として合理的

な判断をして全ての重要な決定がなされていることは強く推定されるべきであ

り、十分な情報収集をしなかったなど、弁護に欠陥があったことの立証責任は

申立人側にあることを明らかにした。このようにして、AEDPA 制定後の州の

囚人の人身保護請求には高いハードルが設けられたのである。

　更に、2001 年の 9・11 同時多発テロが生じると、人身保護手続は冬の時代

を迎える。同年 11 月、アルカイダもしくはタリバンの主導者と関係を有する

疑いがある者を敵戦闘員と見做して身体拘束できるとする大統領令が出され

た 111）。アメリカが事実上支配する、キューバのグアンタナモ基地に拘束され

ている外国人敵戦闘員にも人身保護請求を認める連邦最高裁判決 112）が下され

たため、連邦議会は被拘束者処遇法を制定し、裁判所の米領土外で拘束された

外国人への人身保護令状権限を否定した。しかし、連邦最高裁は、まず、同法

制定前から係争中の事件に同法は適用されないとした 113）。そして、連邦議会は、

今度は軍律法廷法を制定し、違法な敵戦闘員を裁く法廷を開く権限を大統領に
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付与したのであるが、連邦最高裁は、遂に、Boumediene v. Bush 判決 114）にお

いて、人身保護令状手続の管轄権に関する最終的な憲法判断権は連邦議会や大

統領ではなく、連邦最高裁にあることを明言し 115）、大統領と連邦議会の姿勢

に漸く歯止めをかけたのであった。その状況での本判決である。

2　本事案の検討
　連邦裁判所が州の囚人に対して人身保護令状を発するには、州裁判所で不

適切な判決が確定していること、次に、州内で可能な限りの救済手段が尽く

されていること、が必要である。修正 14 条があろうと、連邦制であるアメリ

カで、州裁判所の意思を連邦裁判所が無
む

碍
げ

にはできない。連邦最高裁は、誤っ

た州裁判所の判決にさえ大いなる敬意を必要とすると、これらの条項を解釈

してきた 116）。必要とあらば人身保護令状を発してきた連邦最高裁もウォーレ

ン・コート期を頂点に次第にその範囲を狭め、連邦議会も AEDPA などによ

りこれを狭めており、これがどこで踏み止まるのかが注目されていた。

　本判決は、AEDPA の下、州最高裁の理由付けが特にないときには、遡って

より下級の裁判所の理由付けを州裁判所の意思と解釈するものとした。州裁判

所の意思は、原則としてその最終判断である州最高裁の理由付けで決まると言

うべきであろう。確かに、その理由が特に示されない、略式な（summarily）判

決であれば、その意思を州最高裁判決から読み取ることは難しい。しかし、若

干でも理由があれば州最高裁判決から解釈されるべきことになるのであろうか

ら、原理論的には州最高裁の判断から解釈する、特に理由がないように見えて

も、その真意を読み取ろうとすべきだ、というのが論理的一貫性ある立場であ

ろう 117）。だが、これを貫けば、理由を特に述べていない州最高裁の理由付け

を連邦裁判所が脚色することを助長しかねない。連邦人身保護手続が、州での

救済が尽きた後であることにも反するし、広汎になり過ぎた連邦人身保護手続

を限定しようという連邦議会の意思にも反しようか。加えて、申立人にとって

も、連邦最高裁が、州最高裁の判決理由をどう解釈するか、あらゆる場合を想
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定して主張を並べることが理論的には要求されることになり、州側の防御も相

当広汎になる筈である。略式の判決文は一般的であり、原理原則を貫くと困難

が生じよう。本判決は、申立人とその弁護人を、州裁判所が救済を与えないあ

らゆる理由がおよそ不合理であることを立証することから解放する意味があろ

う 118）。「見透す」方法の方が確かに効率的である。Richter 判決が作った基準

は、AEDPA による既に厳しい基準を不必要に高めたものとして批判されてい

た 119）。Richter 判決を区別して、その先例の射程を限定し、AEDPA の効用を

軽減したことは、Richter 判決の執筆者であるケネディ裁判官が本判決では法

廷意見に回っていることも含め、意義深い 120）。

　しかし、そもそも、人身保護令状を手厚くしてきた連邦裁判所の権限をここ

まで制限する AEDPA など、近年のテロ対策を理由とする連邦議会の立法が

合憲なのか、人身保護法の本旨に沿うのか、も議論となるところである。もし、

人権保護令状の広汎なが連邦憲法上の保障ではなく、連邦最高裁によって収束

できるものであるならば、立法による多少の収束は違憲と言い難いであろう。

ましてや、アメリカにおいて、テロ対策、軍事的な理由を掲げられれば、であ

る 121）。本判決には、州下級審の、ときには理不尽な理由付けを指摘すること

によって、せめて連邦人身保護救済の可能性を開く一方、簡易な文言での判決

文を書くことに州最高裁が過度に躊躇して、過剰労働に陥ることも回避させた

いとする実務的な視点も感じられるところである。

3　日本法への示唆
　大日本帝国憲法（明治憲法）23 条は法律の外で逮捕監禁などをされない権利

を保障していたが、戦前、身体的自由の侵害が甚だしかったことは言うまでも

ない。連合国軍総司令部（GHQ）は、全国弁護士報国会の請願を受け、人身保

護令状や、被逮捕者の身柄を公開の裁判所に提出し、収監理由を説明するよう

警察に強制する何らかの手続の必要性を認識していた 122）。警察による違法拘

禁を主たる関心事として、日本版 habeas corpus 制定が動き出したのは明らか
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であった 123）。法律制定の根拠は憲法 34 条 124）後段にあり、この規定は人身保

護令状のことを示すとの主張は早々に存在していた 125）のである。また、戦前

まで、未成年の少女の人身売買が横行していたことも含め、GHQ は憲法 18 条

となる条項の日本国憲法への挿入を提案しており、それを根拠とし、その具体

的手続については日本版 habeas corpus に委ねるとして、両者を一体のものと

して解することも不可能ではなかった 126）。

　人身保護法の審議は 1948 年 2 月 20 日に参議院司法委員会から始まり 127）、7

月 30 日に同法は公布され、9 月 28 日から施行された。刑事訴訟法 82 条以下は

勾留の理由を示すことを保障するのみで、その理由の合法性の審査に及んでい

ないなどの欠陥があり、政府はそれ以上の積極的な動きを見せなかった。この

ため、小林一郎弁護士が専門委員となり、司法当局があまり関与せず 128）、議

員立法により人身保護法が制定されたという経緯がある 129）。他の手続で救済

されない場合の補充的性格が強調され、迅速な救済が求められる分、重要かつ

複雑な論点を適切に救済できないことはやむなしとされがちだった。ところが、

その直後に最高裁により人身保護規則が制定され、「人身保護法に制約を加え

たと認められ」130）、「国家意志の不統一が暴露された」131）。特に人身保護規則

4 条前段が「法第 2 条の請求は」裁判や処分が「著しく違反していることが顕

著である場合に限り、」可能であると限定していることなどは、その最たるも

のである 132）。規則 4 条但書は、法 1 条が「迅速」かつ「容易」な救済として

いたものを、「他に救済の目的を達するのに適当な方法があるときは、その方

法によつて相当の期間内に救済の目的が達せられないことが明白でなければ、

これをすることができない」として、実質的な「変更」を行い、規則による法

の実質的変更が「重大な障害物」となってしまったのである 133）。規則は法に

従うべきこと共に、人身保護「の本質を失わしめるような適用は許されない」

などの批判がなされた 134）。だが、最高裁の制定した規則が人身保護法に違反

するであるとか、人身保護法に沿って拡張解釈するとか、ましてや違憲とされ

る判例が生まれることは期待できず、規則に従った事件処理が続いていた 135）。
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　それに加え、1948 年 10 月 19 日の司法関係者の会合から habeas corpus 手

続が口頭審問ではなく書面を重視するものと見られていた 136）こともあり、人

身保護請求は最初から非常に少なかった 137）。日本においては「弁護活動の不

適切を理由として原判決が破棄された例はない」138）と言われ、そのまま刑事

の人身保護救済の欠如に繋がっている。その主な活躍の場は、一方の親がも

う一方の親などから幼児を取り返すような事案に移り 139）、刑事手続に関する

最高裁の判断が影を潜めたことも指摘できる 140）。刑事訴訟法による再審請求

などの救済など、他の救済方法の補充的なものになるに至った 141）。「日本での

habeas corpus は、法体系において、人権にほとんど関係のないような、きわ

めて小さく華々しさのない役割を担っている」142）という痛罵もある。数少な

い刑事関連の事案を見通すと、釈放を求める事案、拘束状態の改善を求める事

案（医療刑務所への移動、接見交通制限の是正、刑の執行停止や処遇の改善など）、刑の執

行停止や処遇の変更を求める請求などに分類できる 143）。英米での歴史的経緯、

特にその別個の発展に鑑みれば、アメリカ流の人身保護法の実質的欠如が必ず

しも違憲であるとは言い難いものの、かくの如き状況で、非常救済手段が機能

していないことは、「非立憲」144）的であると指摘してもよかろう。憲法 31 条

以下がアメリカ的刑事司法の原則に則っていると解せる以上、それと異質な手

続を法定するならば、それには政府側に相当の立証責任があると言えまいか。

　また、以上の人身保護法と人身保護規則との関係は、法律と規則の関係の議

論を考えるのに有意な場面である。法律と裁判所規則の優劣関係 145）、裁判所

と議会の関係、民主主義と司法権の独立（立憲主義、法の支配、自由主義）の対抗

関係の問題 146）も提起する。この問題は、法律と命令、つまりは立法と行政と

の関係とは大きく異なり 147）、最高裁による規則制定権は憲法が明文で規定し

たものであると共に、議院内閣制の下、そして、政権交代が稀となった日本の

戦後政治を踏まえれば、現実には法律と命令の対立が生じにくいのと比べ、法

律と裁判所規則の対立の方が生じる確率が多少は高いことを事前に理解してお

くべきである。それが、人身保護法と人身保護規則との関係に問題が顕著に表
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れたのである。そして、憲法 77 条 1 項所定の事項は、法律で定めることもで

きるとするのが、通説・判例である 148）。ただ、法律と規則であるが故に前者

が優位する 149）、と単純に考えるべきではない。そうであれば、司法権の独立

はおよそ保てない 150）。憲法 77 条が最高裁判所の規則制定権を付与するのは、

司法権の独立のためであるから、もし、憲法の保障するその領域を侵す法律が

制定されれば、その限りで違憲無効となり、結果としては裁判所規則の通りに

運用されるべきこともあろう。対して、司法権の独立を強調し、裁判所規則の

法律に対する絶対的優位を語ることは、日本国憲法が国民主権を第一原理とす

る以上疑問であり、また、歴史的にも、裁判官が司法官僚として人権を侵害す

る場面もあったことへの反省が乏しかろう。日本の戦前、総じて刑事手続が適

正でなかったことの反省から憲法 31 条以下が詳細な規定となっているのであ

り、人身保護法などの人権保護手続の立法に期待されるところも大きい筈であ

る。そうした歴史的経緯に鑑みて、検察を含む行政機関にその運用を第一義的

に委ねることは困難であるが、では、立法府と司法機関の何れをまずは信用す

べきかもまた難問である。人身保護法と人身保護規則においては、最高裁が寧

ろ司法官僚として登場し、民主的な議員立法を縮減した構図が見て取れ、前者

優位の解釈を施したい気持ちも理解できなくもない。ただ、その一般化は難し

い。この問題では、人権擁護の場面であり、対外的な司法権の独立の場面では

ない同関係においては、人身保護法に反する規則は許されず、許されない運用

がなされるのであれば、国会がより精密にする法改正で臨むべきであったよう

に思われる 151）。裁判所規則を最高裁自身が違憲と判断することが現実には極

めて考え難い中で、国会が、消極的かつなし崩し的に、折角の人権保護的な議

員立法を害する最高裁判例を容認してしまったことは遺憾であった。

　以上の人身保護法の積極的活用の勧めのようなものはさて置き、本判決か

ら日本法が示唆を受けることはあるか。アメリカの連邦人身保護法の、連邦

制による事情は、ここでは捨象してよかろう。かつ、理由がほぼない判決・

決定の理由は、原審の理由付けを踏襲したものと見做せるかは、日本では事
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情が異なるように思われる。日本の最高裁は、確かに簡単な理由付けによる

上告棄却をかなり行っているが、その際の得意技は「先例に徴し明らかである」

であって 152）、下級審の理由付けを踏襲するものではなく、過去の最高裁判決

の結論に一致するという意味だと言ってよかろう。であるとすれば、最高裁が、

理由が特に示されていない高裁判決・決定の真の理由を斟酌するのにすべきこ

とは、一審の地裁や簡裁の判決・決定の理由を解釈することではなく、まずは、

原審たる当該高裁判決・決定の全文を解釈すべきであり、続いて当該高裁の先

例を検討することであろう。このような硝子細工のような細やかな判断の推奨

が日本で意味があるか、は難問であり、日本では、原審の結論に疑問があれば

破棄するだけとも言えようか。そうであれば、我が国の法律論における「先例」

での理由は軽く、事実と結論が重いことにもなるが、それでよいのかは疑問で

ある。先例が十分でなければ、理由付けを十分に行うことがやはり司法として

は、否、法律家の判断として、肝要であろう。

　本判決を考察して思うことは、人身保護令状に関する判例の、人権擁護とい

う観点からの後退が続いている折、その到達点を憲法上の保障であるとする理

論構成は不可能だったのか、という点である。日本では、憲法 25 条の解釈論

において後退禁止原則が語られてきた 153）。また、全農林警職法事件最高裁判

決 154）に際し、確かに、一旦、裁判所が掲げた判例が人権保障を弱める方向に

変更されることは、当該判決を憲法保障の基準として行動する信頼性を損ねる

側面があることは否めない。しかし、判例変更は実定法上も許されており、許

されないとすれば誤りは是正できないこととなり、当事者一方の利益が他方の

不利益となることは民事判例では一般的であり、憲法訴訟といえども判決や決

定が当該事案の解決を第一義にしている日本の司法制度から考えれば、後退禁

止原理を一般に主張することは難しいであろう。刑事・行政事件などに限って、

必要な限りで不遡及的判例変更を行うことが限度である 155）。

　最後に、本判決から日本において考えさせられるのは、死刑のコストについ

てである。本件を含め、多くの例は、州裁判所での本案判決と連邦最高裁の事
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件記録移送令状の拒絶、州と連邦、それぞれの人身保護手続が尽くされて、救

済手続が終わる。この間、差戻しが生じることもある。このため、犯行から刑

の執行まで 20 年程度が普通となっている。主張が巧妙であれば、なお伸びよ

う 156）。この辺りは日本も同様に思える。だが、文明国であり、近代立憲主義

を前提とするのであれば、だからと言って救済手続が軽視されてよい理由は全

くない。このため、日本でも、死刑の存置は憲法 31 条の反対解釈で是認して

済むものではなく、刑事手続保障が尽くされ、特に犯罪抑止などの観点から過

剰な処罰でないなど、個別具体的にやむなき判断がなされねばならず、特に公

平な判断でなければならない 157）。遺族感情にも配慮せねばならないが 158）、冤

罪の危険にも目を瞑りがちである 159）し、国際世論も厳しくなっている。これ

らの時間的金銭的精神的負担に日本国が耐え得るか、という点も、先進国で死

刑制度の残るアメリカ南部諸州の判断 160）に対する連邦最高裁の判断であった

ことからも示唆を受けるべきだったのかもしれない。

おわりに
　本判決は連邦制度独特の問題であり、或いは日本法への直接的示唆はない、

との観方もあり得よう。とは言え、判例の理由の解釈方法、憲法解釈の手法の

問題もある 161)。本判決の日本における意味は様々あり得る。
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93）�456 U.S. 152 (1982). 本件の評釈には、牧田有信「米判批」渥美東洋編『米国刑事判例の動
向Ⅱ』174 頁（中央大学出版会、1989）などがある。このほか、高田同上 87 頁以下も参照。
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際にその模様が被害者遺族に公開され、物議を醸した。
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123）ジョーンズ（浅香訳）同上 219 頁。
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125）�河原畯一郎「人身保護法の範囲とその手続（下）」ジュリスト 99 号 32 頁、34 頁（1956）は、
併せて、刑事訴訟法 82─86 条の勾留理由開示の規定は「憲法 34 条の解釈を誤ったもので、
人身保護法と重複するから、須く削除すべき」だと断ずる。

126）吉利前掲註 124）論文 99─105 頁参照。
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1224 頁など。第 1 の判例の評釈には、田中和夫「判批」民商法雑誌 31 巻 3 号 74 頁（1955）、
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批」速報判例解説 8 号 177 頁（2011）、常岡史子「判批」速報判例解説 9 号 105 頁（2011）、
高杉直「判批」戸籍時報 667 号 29 頁（2011）、太田育子「判批」国際人権 22 号 151 頁（2011）
などがある。第 2 の決定の評釈には、松本博之「判批」民商法雑誌 143 巻 6 号 109 頁
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ジュリスト臨時増刊 1531 号『平成 30 年度重要判例解説』292 頁（2019）、大濱しのぶ「判
批」JCA ジャーナル 66 巻 1 号 43 頁（2019）などがある。

140）�最近の例は、帝銀事件＝最決昭和 60 年 7 月 19 日判時 1158 号 28 頁となる。本件の評
釈には、瀧賢太郎「判批」研修 447 号 55 頁（1985）、同「判批」警察学論集 38 巻 10 号
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41 頁（1985）、大谷實「判批」法律のひろば 38 巻 11 号 65 頁（1985）、同「判批」法学
セミナー 379 号 121 頁（1986）、初宿正典「判批」ジュリスト臨時増刊 862 号『昭和 60
年度重要判例解説』25 頁（1986）、宮澤浩一「判批」同 154 頁（1986）、浅田和茂「判批」
法学セミナー 375 号 60 頁（1986）、今上益雄「判批」東洋法学 29 巻 1 号 97 頁（1986）、
大沼洋一「判批」行政判例研究会編『行政関係判例解説昭和 60 年』521 頁（ぎょうせい、
1987）、島倉隆「判批」中大法学新報 93 巻 6=7=8 号 177 頁（1987）などがある。事件
そのものも終戦直後、決定ですら「平成ジャンプ」の昭和末期である。高田前掲註 62）
論文 3 頁も、本決定だけが「受刑者による請求のケースとして記憶に新しい程度にと
どまる」と指摘する。

141）�久岡康成「人身保護法と勾留の違法─勾留の状態から生ずる勾留の違法」立命館法學
321=322 号 386 頁、388 頁（2009）。

142）�ジョーンズ（浅香訳）前掲註 122）論文 217 頁。

143）久岡前掲註 141）論文 390 頁以下。

144）�佐藤幸治『世界史の中の日本国憲法─立憲主義の史的展開を踏まえて』12 頁（左右社、
2015）は、佐々木惣一『立憲非立憲』89 頁（弘文堂書房、1918）を引用しつつ、これを、「違
憲とまではいっていなくとも『利権主義の精神に違反する』場合を含」むものと定義した。

145）�宮田豊「最高裁判所の憲法上の地位」清宮四郎＝佐藤功編『憲法講座 4』41 頁、47 頁
以下（有斐閣、1959）など参照。

146）�君塚正臣「裁判官 の 独立─『司法権・憲法訴訟論』補遺（2）」横浜国際社会科学研究
23 巻 1 号 19 頁（2018）など参照。

147）阿部前掲註 43）論文 30 頁。

148）�樋口陽一ほか『注解法律学全集 4 ─憲法Ⅳ』40 頁（青林書院、2004）［浦部法穂］。他方、
所定の事項のうち、内部規律や事務処理に関しては最高裁判所に自主性を認めるべき
だとする見解もある。兼子仁＝竹下守夫『裁判法』〔第 3 版〕125 頁（有斐閣、1994）、
松井茂記『日本国憲法』〔第 3 版〕235 頁（有斐閣、2007）、佐藤幸治『日本国憲法論』
612 頁（成文堂、2011）など。

149）�清宮四郎『憲法Ⅰ』〔第 3 版〕437 頁（有斐閣、1979）、宮田前掲註 145）文献 50 頁など。

150）長谷部恭男『憲法』〔第 7 版〕423 頁（新世社、2018）同旨。

151）�この点、理由は微妙に異なるが、渋谷秀樹『憲法』〔第 3 版〕661 頁（有斐閣、2017）による、
「裁判所の内部組織・手続には私人の権利・義務と関係がないものもあり、この領域に
ついては規則の専管事項であり、仮に法律が制定されても規則が優位すると解し、こ
れ以外の私人の権利・義務に直接関係がある事項については基本的に法律の管轄であ
り、かつ法律が優位する事項と解すべきことになる」とする結論にほぼ賛成したい。
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長谷部同上 424 頁同旨か。

152）�君塚正臣「判批」阪大法学 41 巻 4 号 501 頁、513─514 頁（1992）など参照。

153）�棟居快行「生存権 と『制度後退禁止原則』を め ぐって」佐藤幸治古稀記念『国民主権
と法の支配下』369 頁、380 頁（成文堂、2008）、葛西まゆこ『生存権の規範的意義』31
頁以下（成文堂、2011）、久冨隆一「『制度後退禁止原則』の可能性」九大学生法政論集
5 号 51 頁（2011）、伊藤周平「年金引き下げと年金受給権─制度後退禁止原則と生存権
侵害の観点から」賃金と社会保障 1719 号 32 頁（2018）など参照。これに対しては、内
野正幸『憲法解釈の論理と体系』〔第 4 版〕177 頁（日本評論社、2005）、小山剛「生存
権 の『制度後退禁止』？」慶應法学 19 号 97 頁（2011）、松本和彦「生存権」小山剛＝
駒村圭吾編『論点探求憲法』〔第 2 版〕256 頁、264 頁（弘文堂、2013）などの批判がある。

154）�最大判昭和 48 年 4 月 25 日刑集 27 巻 4 号 547 頁。最大判昭和 48 年 4 月 25 日刑集 27 巻
4 号 547 頁。本件評釈として、S・H・E「判批」時の法令 829 号 50 頁（1973）、片岡曻「判
批」判例評論 173 号 2 頁（1973）、同「判批」萩澤清彦編『労働判例百選』〔第 5 版〕12
頁（1989）、橋本顕信「判批」地方自治 308 号 17 頁（1973）、西川美数「判批」労働判例
175 号 4 号 64 頁（1973）、佐藤功「判批」ジュリスト臨時増刊 565 号『昭和 48 年度重要
判例解説』18 頁（1974）、山本吉人「判批」同 174 頁、石川吉右衛門「判批」萩澤清彦編『労
働判例百選』〔第 3 版〕16 頁（1974）、大谷實＝上田健二「判批」法学 セ ミ ナー 226 号
131 頁（1974）、川添利幸＝横井芳弘「判批」判例評論 181 号 2 頁（1974）、向井哲次郎「判
批」法曹時報 26 巻 6 号 198 頁（1974）、同「判批」最高裁判所調査官室編『最高裁判所
判例解説刑事篇昭和 48 年度』305 頁（法曹会、1975）、宮城邦彦「判批」法と秩序 4 巻 2
号 25 頁（1974）、南川諦弘「判批」天理大学学報 25 巻 4 号 64 頁（1974）、浦田賢治「判批」
法学セミナー 249 号 80 頁（1976）、中村睦男「判批」小林直樹編『憲法の判例』〔第 3 版〕
174 頁（1977）、同「判批」樋口陽一編『憲法の基本判例』29 頁（1985）、蓼沼謙一「判批」
石川吉右衞門＝山口浩一郎編『労働法の判例』〔第 2 版〕20 頁（1978）、棟居快行「判批」
法セミ増刊『憲法訴訟』89 頁（1983）、盛秀雄「判批」大阪学院大法学研究 8 巻 2 号 145
頁（1983）、横山晃一郎「判批」平野龍一＝松尾浩也編『刑法判例百選Ⅰ』〔第 2 版〕54
頁（1984）、浜田冨士郎「判批」塩野宏ほか編『公務員判例百選』168 頁及び 178 頁（1986）、
片岡曻「判批」萩澤清彦編『労働判例百選』〔第 5 版〕12 頁（1989）、林修三「判批」『判
例解説　憲法編 4』237 頁（ぎょうせい、1989）、中山和久「判批」山口浩一郎ほか編『労
働判例百選』〔第 6 版〕12 頁（1995）、若狭勝「判批」研修 593 号 33 頁（1997）、安念潤
司「判批」法学教室 214 号 52 頁（1998）、室井力「判批」芦部信喜 ほ か 編『憲法判例百
選Ⅱ』〔第 4 版〕312 頁（2000）、渋谷秀樹「判批」杉原泰雄＝野中俊彦編『新判例マニュ
アル憲法Ⅰ』110 頁（三省堂、2000）、本秀紀 ｢判批｣ 杉原泰雄＝野中俊彦編『新判例マ
ニュアル憲法Ⅱ』236 頁（三省堂、2000）、清水敏「判批」菅野和夫ほか編『労働判例百
選』〔第 7 版〕12 頁（2002）、横田耕一「判批」高橋和之ほか編『憲法判例百選Ⅱ』〔第 5 版〕
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320 頁（2007）、野坂泰司「判批」法学教室 325 号 120 頁（2007）、井上典之「判批」法学
セミナー 625 号 60 頁（2007）、道幸哲也「判批」村中孝史＝荒木尚志編『労働判例百選』〔第
8 版〕12 頁（2009）、藤井樹也「判批」佐藤幸治＝土井真一編『判例講義憲法Ⅱ』206 頁（悠々
社、2010）、渡辺賢「判批」法律時報 84 巻 2 号 9 頁（2012）、大河内美紀「判批」長谷部
恭男 ほ か 編『憲法判例百選Ⅱ』〔第 6 版〕312 頁（2013）、浜村彰「判批」村中孝史＝荒
木尚志編『労働判例百選』〔第 9 版〕12 頁（2016）などがある。このほか、石川吉右衛
門ほか「特集・官公労争議と刑事罰」ジュリスト 536 号 39 頁（1973）、則定衛ほか「特集・
4.25 労働 3 判決の意義と問題点」法律のひろば 26 巻 7 号 4 頁（1973）、和田英夫ほか「特集・
労働三事件大法廷判決をめぐって」判例時報 699 号 3 頁（1973）、萩澤清彦「4.25 大法廷
判決の検討（上、下）」判例タイムズ 295 号 2 頁、297 号 10 頁（1973）、籾井常喜ほか「特集・
最高裁 4.25 判決の問題点」労働法律旬報 833 号 10 頁（1973）、室井力「公務員の労働基
本権」ジュリスト 569 号 27 頁（1974）、中山和久「4.25 判決以後の官公労働関係」同 72
頁（1974）、野村平爾ほか「特集・最高裁と労働基本権」法律時報 45 巻 8 号 8 頁（1974）、
小山高次「労働基本権の制限に関する判例の変遷と 4.25 判決の意義」警察学論集 27 巻 3
号 54 頁（1974）、川口実「労働基本権制限の法理（1─6・完）」判例タイムズ 306 号 2 頁、
307 号 2 頁（1974）、315 号 12 頁、324 号 2 頁（1975）、329 号 2 頁、333 号 2 頁（1976）、
島田信義「全農林判決以後の労働事件と最高裁裁判官」法学セミナー 236 号 22 頁（1975）、
室井力＝中山和久＝清水敏「対談・名古屋中郵判決における憲法・行政法理論の検討」
法律時報 50 巻 4 号 44 頁（1978）、竹澤哲夫「全農林警職法事件」法学教室 113 号 53 頁

（1990）、戸松秀典「事件でみる裁判 100 年─全農林警職法事件判決─判例変更の在り方」
同 121 号 72 頁（1990）などもある。

155）�君塚正臣『司法権・憲法訴訟論上巻』366 頁以下（法律文化社、2018）。

156）�加えて、アメリカであるから、無論、州により、その存置と廃止は割れ、本件のよう
に加害者 2 で被害者 1 でも両被告共に処刑された例もあれば、存置州でも近年執行が
ないところもある。連邦を同じ国だと思えば、理不尽に不公平な感もある。デイビッド・
T・ジョンソン（笹倉香奈訳）『アメリカ人のみた日本の死刑』5 頁（岩波書店、2019）
によると、2007 年以降、死刑を廃止した州は 7 つあり、2018 年の執行数はこの四半世
紀で最小であったという。

157）�同上 28 頁及び 148 頁は、日本では死刑宣告に至る司法手続きにおいて「スーパー・
デュー・プロセス」（超適正手続）の保障が欠けていると指摘する。

158）同上 123 頁以下は、被害者参加制度のバイアスを指摘する。

159）�同上 83 頁以下は、現在でも冤罪の危険が去っていないのに、弁護士を含めて司法関係
者がこれを注視していないことを指摘する。

160）�同上 5 頁は、2017 年度の 39 の死刑判決のうち 30％以上が 3 つのカウンティ（全米にカ
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ウンティは 3000 余ある）で言い渡されたことを述べ、つまりは、死刑がアメリカの中
で特異な地域の因習であることを主張したいようである。

161）�気付けば、内野前掲註 153）書 209 頁以下は、わざわざ付論して「憲法解釈について」
を講じている。なお、近時このテーマを扱ったものに、井上典之「憲法判例と憲法解
釈─最高裁の憲法判断とその先例性」公法研究 81 号 1 頁（2019）がある。法令の適用
も先例と考えられるべきであり、適用審査もまた司法審査基準や合憲性判断テストの
拘束があること、ここで念を押しておきたい。

［付記�］本研究は 2019 年 10 月 19 日に学習院大学東 2 号館 8 階会議室で行われた合衆国最高
裁判所判例研究会（紙谷雅子会長）での報告を纏めたものである。研究会当日は、津
村政孝先生ほか、多くの会員から貴重なコメントを頂いた。深く御礼申し上げたい。
なお、本稿は、平成 30 年度─令和 4 年度日本学術振興会科学研究費基盤研究（Ｃ）一般「憲
法訴訟論の適正手続・身体的自由への発展・展開」（課題番号 18K01243）による研究成
果の一部である。本稿では、原則として敬称は略させて頂いた。

［付記 �2］筆者はこれまでに、刑事手続分野で米判例評釈等を幾つか執筆してきたが、引用し
た判例等を紹介する邦語文献をここで補充し、引用を整理したい（本体で引用したも
のは再掲しない）。

「同乗者への下車命令と修正四条─ MARYLAND v. Jerry Lee WILSON, 117 S. Ct. 882 (1997)」
ジュリスト 1152 号 165─167 頁（1999 年 3 月 15 日）

＊引用を 519 U.S. 408 に改める。本件評釈には、柳川重規「米判批」比較法雑誌 31 巻 3 号
341 頁（1997）、同「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判例 の 動向Ⅵ』102 頁（中央大学
出版会、2018）などがある。

註 1　 �Pennsylvania v. Mimms, 434 U.S. 106 (1977)　小木曽綾「米判批」渥美東洋編『米国刑
事判例の動向Ⅳ』625 頁（中央大学出版会、2012）

註 4　 �Terry v. Ohio, 392 U.S. 1 (1968)　松尾浩也「米判批」アメリカ法［1969─2］246 頁、「米
判批」ジュリスト 435 号 100 頁（1969）、阪村幸男「米判批」伊藤正己ほか編『英米
判例百選Ⅰ』170 頁（1978）

註 5　 �Whren v. United States, 116 S.Ct. 1769 (1996)　引用を 517 U. S. 806, 813 (1996) に改める。
洲見光男「米判批」アメリカ法［1997─2］217 頁、成田秀樹「米判批」比較法雑誌 32 巻 
2 号 166 頁（1998）、同「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判例 の 動向Ⅵ』69 頁（中央
大学出版会、2018）
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註 8　 �Delaware v. Prouse, 440 U.S. 648 (1979)　渥美東洋「米判批」判例タイムズ 383 号 24 頁 
（1979）、香川喜八朗「米判批」渥美東洋編『米国刑事判例 の 動向Ⅳ』577 頁（中央大
学出版会、2012）

註 9　 �Michigan Department of State Police v. Sitz, 496 U.S. 444 (1990)　川崎英明「米判批」
アメリカ法［1992］149 頁、壇上弘文「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判例の動向Ⅵ』
88 頁（中央大学出版会、2018）

註 13　�Arkansas v. Sanders, 412 U.S. 753 (1970)　香川喜八朗「米判批」渥美東洋編『米国刑
事判例の動向Ⅳ』343 頁（中央大学出版会、2012）

註 13　�United States v. Chadwick, 433 U.S. 1 (1977)　原田保「米判批」鈴木義男編『アメリカ
刑事判例研究第 1 巻』71 頁（成文堂、1982）、中村明寛「米判批」渥美東洋編『米国
刑事判例の動向Ⅳ』356 頁（中央大学出版会、2012）

註 13　�United States v. Ross, 456 U.S. 798 (1982)　渥美東洋編『米国刑事判例 の 動向Ⅳ』373
頁（中央大学出版会、2012）［香川喜八朗］

註 15　�Colorado v. Bertine, 479 U.S. 367 (1987)　鈴木一義「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判
例の動向Ⅵ』313 頁（中央大学出版会、2018）

註 19　�New York v. Belton, 453 U.S. 454 (1981)　洲見光男「米判批」鈴木義男編『アメリカ刑 
事判例研究第 2 巻』37 頁（成文堂、1986）、香川喜八朗「米判批」渥美東洋編『米国
刑事判例の動向Ⅳ』364 頁（中央大学出版会、2012）

「無罪評決 の 量刑評価 と 二重 の 危険─ UNITED STATES v. Vernon WATTS,  UNITED 
STATES v. Cheryl PUTRA, 117 S. Ct. 633 (1997)」ジュリスト 1154 号 121─124 頁（1999
年 4 月 15 日）

＊引用を 519 U.S. 148 に改める。

註 3　 �Williams v. New York, 337 U.S. 241 (1949)　鈴木義男「米判批」田中英夫編『英米判例
百選』152 頁（1964）

註 7　 �United States v. One Assortment of 89 Firearms, 465 U.S. 354 (1984)　中野目善則「米
判批」渥美東洋編『米国刑事判例の動向Ⅱ』354 頁（中央大学出版会、1989）

註 15　Hudson v. United States, 118 S. Ct. 488 (1997) 引用を 522 U.S. 93 (1997) に改める。

註 20　In re Winship, 397 U.S. 358 (1970)　「米判批」ジュリスト 457 号 130 頁（1970）

「死刑事件における陪審決定欠如違憲判決の遡及可能性─ DORA B. SCHRIRO v. WARREN 
WESLEY SUMMERLIN, 542 U.S. 348, 124 S. Ct. 2519 (2004)」ジュリスト 1301 号 86─90
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頁（2005 年 11 月 15 日）

＊本件評釈には、小木曽綾「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判例の動向Ⅴ』426 頁（中央大
学出版会、2016）などがある。このほか、田中利彦編『アメリカの刑事判例 1』75 頁（成
文堂、2017）［原田和往］なども参照。

註 4　 �Apprendi v. New Jersey, 530 U.S. 466, 490 (2000)　岩田太「米判批」ジュリ ス ト 1200
号 196 頁（2001）、同「米判批」樋口範雄ほか編『アメリカ法判例百選』120 頁（2012）、
高山佳奈子「米判批」アメリカ法［2001］270 頁、小早川義則「米判批」『デュー・プ
ロセスと合衆国最高裁Ⅰ』313 頁（成文堂、2006）。また、本判決を含む紹介としては、
浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 1999─2000 年開廷期重要判例概観」アメリ
カ法［2000─2］235 頁、273 頁などがある。

註 5　 �Ring v. Arizona, 536 U.S. 584 (2002)　岩田太「米判批」アメリカ法［2003］210 頁、小
早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅰ』316 頁（成文堂、2006）。また、
本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2001─2002 年
開廷期重要判例概観」アメリカ法［2002─2］224 頁、271 頁などがある。

註 8　 �Bousley v. United States, 523 U.S. 614 (1998) 　小早川義則「米判批」『デュー・プロセ
スと合衆国最高裁Ⅱ』95 頁（成文堂、2012）

註 9　 �Saffle v. Parks, 494 U.S. 484, 495 (1990) 　矢邊均「米判批」アメリカ法［1992─2］337 頁

註 14　�Witherspoon v. Illinois, 391 U.S. 510, 519 (1968) 芝原邦爾「米判批」アメリカ法［1969］
72 頁、小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅰ』290 頁（成文堂、
2006）

註 15　�Duncan v. Louisiana, 391 U.S. 145 (1968)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと
合衆国最高裁Ⅰ』248 頁（成文堂、2006）

註 21　�Stogner v. California, 539 U.S. 607 (2003) 　本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座
談会・合衆国最高裁判所 2002─2003 年開廷期重要判例概観」アメリカ法［2003─2］245
頁、298 頁などがある。

註 26　�United States v. Johnson, 457 U.S. 537 (1982) 　加藤克佳「米判批」鈴木義男編『アメリ 
カ 刑事判例研究第 2 巻』166 頁（成文堂、1986）、宮島里史「米判批」比較法雑誌 20
巻 3 号 111 頁（1986）、宮島里史「米判批」渥美東洋編『米国刑事判例の動向Ⅱ』398
頁（中央大学出版会、1989）

註 27　�Mapp v. Ohio, 367 U.S. 643 (1961) 　早川武夫「米判批」田中英夫編『英米判例百選』
80 頁（1964）、井上正仁「米判批」伊藤正己ほか編『英米判例百選Ⅰ』174 頁（1978）、
酒巻匡「米判批」樋口範雄ほか編『アメリカ法判例百選』114 頁（2012）

註 34　�Atkins v. Virginia, 536 U.S. 304 (2002)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合
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衆国最高裁Ⅰ』171 頁（成文堂、2006）、中野目善則「米判批」椎橋隆幸編『米国刑
事判例の動向Ⅴ』364 頁（中央大学出版会、2016）。このほか、小早川義則「デュー・
プロセスと精神遅滞犯罪者への死刑─合衆国最高裁アトキンズ判決を契機に」桃山
法学 3 号 112 頁（2004）、城涼一「言語的弱者 の 司法手続上 の 権利保障─ Atkins v. 
Virginia 判決を出発点として」中央大学大学院研究年報 37 号 421 頁（2007）などもある。
また、本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2001─
2002 年開廷期重要判例概観」アメリカ法［2002─2］224 頁、266 頁などがある。

「ミランダ警告なしの自発的供述から得られた物的証拠の証拠能力─ UNITED STATES v. 
SAMUEL FRANCIS PATANE, 542 U.S. 630, 124 S. Ct. 2620 (2004)」ジュリ ス ト 1303
号 149─155 頁（2005 年 12 月 15 日）

＊本件（註 1）評釈には、柳川重規「米判批」比較法雑誌 40 巻 1 号 409 頁（2006）、小早川義則「米
判批」名城ロースクール・レビュー 8 号 161 頁（2008）などがある。

註 2 　�Miranda v. Arizona, 384 U.S. 436 (1966)　田宮裕「米判批」アメリカ法［1966─2］328
頁、井上才顕「米判批」伊藤正己ほか編『英米判例百選Ⅰ』172 頁（1978）、小早川義
則「米判批」藤倉皓一郎ほか編『英米判例百選』〔第 3 版〕114 頁（1996）、同「米判
批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅲ』121 頁（成文堂、2013）、笹倉宏紀「米判
批」樋口範雄ほか編『アメリカ法判例百選』112 頁（2012）。このほか、芝原邦爾「捜
査段階における自白の許容性─ミランダ事件判決の意味するもの」ジュリスト 356 号
106 頁（1966）、俵谷利幸「ミランダ判決について（1、2）」警察研究 38 巻 6 号 75 頁、
7 号 87 頁（1967）、吉野辰雄「弁護権と自白の証拠能力─所謂ミランダ事件等について」
中大英米法学 23 号 4 頁（1982）、渥美東洋「捜査段階への『黙秘権法理』の適用のも
つ意味─ミランダ事件とその後」判例タイムズ 544 号 7 頁（1985）、松永光信「デュー・
プロセス・オブ・ロー（36・38）アメリカにおけるデュー・プロセス事件の重要判例

（5・7）手続的デュー・プロセスのリーディングケース（続）ミランダ対アリゾナ州
事件（1966 年）」時の法令 1608 号 78 頁（1999）、1614 号 79 頁（2000）、「ミランダ事
件 (Miranda v. Arizona (1966))」中大英米法学 40 号 107 頁（2001）などがある。

註 4　 �Dickerson v. United States, 530 U.S. 428 (2000)　このほか、「ディカソン事件（Dickerson 
v. United States (2000)）」中大英米法学 40 号 133 頁（2001）などがある。また、本判
決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 1999─2000 年開廷
期重要判例概観」アメリカ法［2000─2］235 頁、268 頁などがある。

註 7　 �Chavez v. Martinez, 538 U.S. 760 (2003) 　小早川義則「米判批」アメリカ法［2005］145 
頁、同「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅵ』310 頁（成文堂、2015）、小
川佳樹「米判批」比較法学 38 巻 2 号 274 頁（2005）、安井哲章「米判批」比較法雑誌
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38 巻 4 号 319 頁（2005）。また、本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・
合衆国最高裁判所 2002─2003 年開廷期重要判例概観」ア メ リ カ 法［2003─2］245 頁、
313 頁などがある。

註 9　 �Withrow v. Williams, 507 U.S. 680, 691 (1993)　小早川義則「米判批」アメリカ法［1995］
159 頁、柳川重規「米判批」比較法雑誌 29 巻 2 号 149 頁（1995）、加藤克佳「米判批」
愛知大法経論集 141 号 207 頁（1996）

註 9　 �United States v. Verdugo-Urquidez, 494 U.S. 259 (1990) 　松原芳博「米判批」ア メ リ
カ法［1992］145 頁、中野目善則「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判例の動向Ⅵ』379
頁（中央大学出版会、2018）

註 10　�United States v. Hubbell, 530 U.S. 27 (2000)　また、本判決を含む紹介としては、浅香
吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 1999-2000 年開廷期重要判例概観」アメリカ法

［2000─2］235 頁、239 頁などがある。

註 11　�New York v. Quarles, 467 U.S. 649 (1984)　平澤修「米判批」鈴木義男編『アメリカ刑事 
判例研究第 3 巻』84 頁（成文堂、1989）

註 11　�Harris v. New York, 401 U.S. 222 (1971)　「米判批」ジュリ ス ト 481 号 76 頁（1971）、
小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅳ』30 頁（成文堂、2014）

註 13　�McNabb v. United States, 318 U.S. 332 (1943)　田宮裕「米判批」田中英夫編『英米判
例百選』76 頁（1964）

註 13　�Mallory v. United States, 354 U.S. 449 (1957)　本件については、「資料」同志社法学 17
巻 5 号 117 頁（1966）などがある。

註 14　�Massiah v. United States, 377 U.S. 201 (1964)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセ
スと合衆国最高裁Ⅲ』47 頁（成文堂、2013）

註 14　�Escobedo v. Illinois, 378 U.S. 478 (1964) 　「米判批」ジュリスト 350 号 132 頁（1966）

註 15　�Griffin v. California, 380 U.S. 609 (1965)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合
衆国最高裁Ⅳ』157 頁（成文堂、2014）

註 16　�Rhode Island v. Innis, 446 U.S. 291 (1980)　小早川義則「米判批」アメリカ法［1983］174 
頁、香川喜八朗「米判批」渥美東洋編『米国刑事判例の動向Ⅰ』18 頁（中央大学出版会、
1989）

註 19　�Jenkins v. Anderson, 447 U.S. 231 (1980) 　「米判批」ジュリスト752 号 70 頁（1981）、
萩原滋「米判批」鈴木義男編『アメリカ刑事判例研究第 2 巻』74 頁（成文堂、1986）、
中野目善則「米判批」渥美東洋編『米国刑事判例の動向Ⅰ』119 頁（中央大学出版会、
1989）
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註 20　�Schmerber v. California, 384 U.S. 757 (1966)　田宮裕「米判批」アメリカ法［1967─2］328 
頁

註 21　�Williams v. Florida, 399 U.S. 78 (1970)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合
衆国最高裁Ⅰ』33 頁（成文堂、2006）、今井雅子「米判批」樋口範雄ほか編『アメリ
カ法判例百選』124 頁（2012）

註 23　�Davis v. United States, 512 U.S. 452 (1994)　洲見光男「米判批」同志社法学 63 巻 5 号
2419 頁（2011）、柳川重規「米判批」比較法雑誌 46 巻 1 号 413 頁（2012）

註 24　�Michigan v. Tucker, 417 U.S. 433 (1974)　松本時夫「米判批」アメリカ法［1976］119 頁

註 24　�Oregon v. Hass, 420 U.S. 714 (1975) 　神坂尚「米判批」鈴木義男編『アメリカ刑事判
例研究第 1 巻』135 頁（成文堂、1982）、小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと
合衆国最高裁Ⅳ』33 頁（成文堂、2014）

註 24　�United States v. Havens, 446 U.S. 620 (1980) 　田村吉彦「米判批」渥美東洋編『米国
刑事判例の動向Ⅳ』691 頁（中央大学出版会、2012）、小早川義則「米判批」『デュー・
プロセスと合衆国最高裁Ⅳ』37 頁（成文堂、2014）

註 32　�Mapp v. Ohio, 367 U.S. 643 (1961)　早川武夫「米判批」田中英夫編『英米判例百選』
80 頁（1964）、井上正仁「米判批」伊藤正己ほか編『英米判例百選Ⅰ』174 頁（1978）、
酒巻匡「米判批」樋口範雄ほか編『アメリカ法判例百選』114 頁（2012）

註 33　�Nix v. Williams, 467 U.S. 431 (1984)　小林節「米判批」判例タイムズ 564 号 63 頁（1985）、
小早川義則「米判批」アメリカ法［1988─2］323 頁、関哲夫「米判批」鈴木義男編『ア
メリカ刑事判例研究第 3 巻』56 頁（成文堂、1989）、柳川重規「米判批」渥美東洋編『米
国刑事判例の動向Ⅳ』729 頁（中央大学出版会、2012）

註 64　�Terry v. Ohio, 392 U.S. 1 (1968)　松尾浩也「米判批」アメリカ法［1969─2］246 頁、「米
判批」ジュリスト 435 号 100 頁（1969）、阪村幸男「米判批」伊藤正己ほか編『英米
判例百選Ⅰ』170 頁（1978）

「追跡した車に対するパトカーのバンパー攻撃と修正 4 条の権利─ Timothy SCOTT v. Victor 
HARRIS, 550 U.S. 372, 127 S. Ct. 17693 (2007)」ジュリスト 1379 号 108─111 頁（2009 年
6 月 1 日）

＊本件については、田中利彦編『アメリカの刑事判例 1』159 頁（成文堂、2017）［洲見光男］
なども参照。

註 4　 �Tennessee v. Garner, 471 U.S. 13 (1985)　山田峻悠「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判
例の動向Ⅵ』124 頁（中央大学出版会、2018）
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註 11　�United States v. Place, 462 U.S. 696, 703 (1983)　中野目善則「米判批」渥美東洋編『米
国刑事判例の動向Ⅳ』557 頁（中央大学出版会、2012）

註 12　�Atwater v. City of Lago Vista, 532 U.S. 318（2001）; Kyllo v. United States, 533 U.S. 27 
(2001) 　また、本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判
所 2000─2001 年開廷期重要判例概観」ア メ リ カ 法［2001─2］350 頁、393 頁及 び 394
頁などがある。

註 12　�Thornton v. United States, 541 U.S. 615 (2004) 　本件については、このほか、田中利
彦編『アメリカの刑事判例 1』46 頁（成文堂、2017）［原田和往］なども参照。

註 12　�Schriro v. Summerlin, 542 U.S. 348 (2004)　君塚正臣「米判批」ジュリ ス ト 1301 号 86
頁（2005）、小木曽綾「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判例の動向Ⅴ』426 頁（中央大
学出版会、2016）など参照。本件については、このほか、田中利彦編『アメリカの刑
事判例 1』75 頁（成文堂、2017）［原田和往］なども参照。

註 12　�United States v. Patane, 542 U.S. 630 (2004)　君塚正臣「米判批」ジュリスト 1303 号 149 
頁（2005）、洲見光男「米判批」比較法学 38 巻 3 号 191 頁（2005）、柳川重規「米判批」
比較法雑誌 40 巻 1 号 409 頁（2006）、小早川義則「米判批」名城ロースクール・レビュー
8 号 161 頁（2008）がある。また、本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談
会・合衆国最高裁判所 2003─2004 年開廷期重要判例概観」アメリカ法［2004─2］187 頁、
253 頁などがある。

註 12　�Samson v. California, 547 U.S. 843 (2006)　本件については、このほか、田中利彦編『ア
メリカの刑事判例 1』127 頁（成文堂、2017）［洲見光男］なども参照。

註 17　�Brosseau v. Haugen, 543 U.S. 194 (2004)　本件については、このほか、田中利彦編『ア
メリカの刑事判例 1』87 頁（成文堂、2017）［洲見光男］なども参照。

「対審権と伝聞証拠（公判外証言）─血中アルコール濃度報告は『証言』か─ BULLCOMING v. 
NEW MEXICO, 564 U.S. -, 131 S. Ct. 2705 (2011)」横浜国際経済法学 21 巻 2 号 187─210
頁（2012 年 12 月 25 日）

＊引用を 564 U.S. 647 (2011) に改める。本件評釈には、大庭沙織「米判批」比較法学 47 巻 2
号 225 頁（2013）などがある。また、本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座
談会・合衆国最高裁判所 2010─2011 年開廷期重要判例概観」アメリカ法［2011─2］301
頁、370 頁などがある。

註 4　‌�Crawford v. Washington, 541 U.S. 36 (2004)　早野暁「米判批」比較法雑誌 39 巻 4 号
210 頁（2006）、津村政孝「米判批」樋口範雄ほか編『アメリカ法判例百選』116 頁（2012、
有斐閣）（頁挿入）、小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』140 頁（成
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文堂、2012）。こ の ほ か、君塚正臣「対審権 と 伝聞証拠─ The Story of Crawford v. 
Washington, 541 U.S. 36 (2004)」大沢秀介＝大林啓吾編『アメリカ憲法判例の物語』411
頁（成文堂、2014）なども参照。本件については、このほか、田中利彦編『アメリカ
の刑事判例 1』65 頁（成文堂、2017）［二本栁誠］なども参照。また、本判決を含む紹
介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2003─2004 年開廷期重要判例
概観」アメリカ法［2004─2］187 頁、257 頁、堀江慎司「第 6 修正の対面条項の射程を
めぐる最近の判例」アメリカ法［2010─1］106 頁などがある。

註 5　 Melendez-Diaz v. Massachusetts, 557 U.S. 305, 129 S.Ct. 2527 (2009)　引用 を 557 U.S. 
305 (2009) に改める。小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』229
頁（成文堂、2012）。また、本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆
国最高裁判所 2008─2009 年開廷期重要判例概観」アメリカ法［2009─2］223 頁、226 頁、
堀江慎司「第 6 修正の対面条項の射程をめぐる最近の判例」アメリカ法［2010］106 頁、 
英米刑事法研究会「英米刑事法研究（22）アメリカ合衆国最高裁判所 2010 年 10 月開廷 
期刑事関係判例概観（上）」比較法学 46 巻 1 号 177 頁、191 頁（2012）［二本栁誠］な
どがある。

註 8　 Ohio v. Roberts , 448 U.S. 56 (1980)　中空壽夫「米判批」鈴木義男編『アメリカ刑事判
例研究第 2 巻』105 頁（成文堂、1986）、小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと
合衆国最高裁Ⅱ』76 頁（成文堂、2012）

註 10　Davis v. Washington, 547 U.S. 813 (2006)　津村政孝「米判批」ジュリ ス ト 1373 号 126
頁（2009）、小早川義則「米判批」名城 ロース クール・レ ビュー 20 号 79 頁（2011）、
小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』173 頁（成文堂、2012）。
このほか、田中利彦編『アメリカの刑事判例 1』132 頁（成文堂、2017）［二本栁誠］
なども参照。また、本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高
裁判所 2005─2006 年開廷期重要判例概観」アメリカ法［2006─2］232 頁、286 頁、堀江
慎司「第 6 修正の対面条項の射程をめぐる最近の判例」アメリカ法［2010］106 頁な
どがある。

註 13　�Giles v. California, 554 U.S. 353 (2008)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合
衆国最高裁Ⅱ』190 頁（成文堂、2012）。このほか、田中利彦編『アメリカの刑事判例
1』207 頁（成文堂、2017）［宇川春彦］なども参照。また、本判決を含む紹介としては、
浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2007─2008 年開廷期重要判例概観」アメリ
カ法［2008─2］169 頁、218 頁、堀江慎司「第 6 修正の対面条項の射程をめぐる最近
の判例」アメリカ法［2010］106 頁などがある。

註 20　�Michigan v. Bryant, 562 U.S. -, 131 S.Ct. 1143 (2011)　引用を 562 U.S. 344 (2011) に改め
る。中村真利子「米判批」比較法雑誌 46 巻 4 号 383 頁（2013）。また、本判決を含む
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紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2010─2011 年開廷期重要判
例概観」アメリカ法［2011─2］301 頁、370 頁、英米刑事法研究会「英米刑事法研究（22）
アメリカ合衆国最高裁判所 2010 年 10 月開廷期刑事関係判例概観（上）」比較法学 46
巻 1 号 177 頁、193 頁（2012）［二本栁誠］などがある。

註 31　�United States v. Inadi, 475 U.S. 387 (1985)　小早川義則「米判批」『デュー・プ ロ セ ス
と合衆国最高裁Ⅱ』82 頁（成文堂、2012）

註 31　�Bourjailey v. United States, 483 U.S. 171 (1987)　小早川義則「米判批」『デュー・プ ロ
セスと合衆国最高裁Ⅱ』95 頁（成文堂、2012）

註 31　�Maryland v. Craig, 497 U.S. 836 (1990)　津村政孝「米判批」アメリカ法［1994─2］375 頁、
小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』115 頁（成文堂、2012）

註 31　�White v. Illinois, 502 U.S. 346 (1992)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆
国最高裁Ⅱ』123 頁（成文堂、2012）

註 31　�Coy v. Iowa, 487 U.S. 856 (1988)　津村政孝「米判批」ジュリスト 965 号 86 頁（1990）、
小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』103 頁（成文堂、2012）

註 31　�Idaho v. Wright, 497 U.S. 805 (1990)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆
国最高裁Ⅱ』107 頁（成文堂、2012）

註 35　�Davis v. Washington, Hammon v. Indiana, 547 U.S. 813 (2006)　小早川義則「米判批」
『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』173 頁（成文堂、2012）。このほか、田中利彦
編『アメリカの刑事判例 1』132 頁（成文堂、2017）［二本栁誠］なども参照。また、
本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2005─2006 年
開廷期重要判例概観」アメリカ法［2006─2］232 頁、286 頁、堀江慎司「第 6 修正の
対面条項の射程をめぐる最近の判例」アメリカ法［2010］106 頁などがある。

註 36　�Sandy Williams v. Illinois, 567 U.S. -, 132 S. Ct. 2221 (2012)  引用 を 567 U.S. 50 (2012) に
改める。中村真利子「米判批」比較法雑誌 47 巻 4 号 209 頁（2014）。本判決を含む紹
介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2011─2012 年開廷期重要判例
概観」アメリカ法［2012─2］225 頁、283 頁もある。

「対審権と伝聞証拠─ The Story of Crawford v. Washington, 541 U.S. 36 (2004)」大沢秀介＝大
林啓吾編『アメリカ憲法判例の物語』411─440 頁（成文堂、2014 年 4 月 1 日）

＊本件（註 25）評釈には、小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』140 頁（成
文堂、2012）などがある。また、田中利彦編『アメリカの刑事判例 1』65 頁（成文堂、
2017）［二本栁誠］なども参照。このほか、本判決を含む紹介としては、寺尾美子ほか「座
談会・合衆国最高裁判所 2003─2004 年開廷期重要判例概観」アメリカ法［2004─2］187
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頁、257 頁（引用訂正）などがある。

註 5　 �Mattox v. United States, 156 U.S. 237 (1895)　小早川義則「米判批」『デュー・プ ロ セ
スと合衆国最高裁Ⅱ』41 頁（成文堂、2012）

註 8　 �Pointer v. Texas, 380 U.S. 400 (1965)　田宮裕「米判批」アメリカ法［1966─2］325 頁、
小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』44 頁（成文堂、2012）

註 9　 �Douglas v. Alabama, 380 U.S. 415 (1965)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと
合衆国最高裁Ⅱ』48 頁（成文堂、2012）

註 11　�California v. Green, 399 U.S. 149 (1970)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合
衆国最高裁Ⅱ』60 頁（成文堂、2012）

註 12　�Dutton v. Evans, 400 U.S. 74 (1970)　鈴木茂嗣「米判批」アメリカ法［1974─2］397 頁、
小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』69 頁（成文堂、2012）

註 13　�Mancusi v. Stubbs, 408 U.S. 204 (1972)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合
衆国最高裁Ⅱ』73 頁（成文堂、2012）

註 14　�Ohio v. Roberts, 448 U.S. 56 (1980)　中空壽夫「米判批」鈴木義男編『アメリカ刑事判
例研究第 2 巻』105 頁（成文堂、1986）、小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと
合衆国最高裁Ⅱ』76 頁（成文堂、2012）

註 16　�United States v. Inadi, 475 U.S. 387 (1986)　小早川義則「米判批」『デュー・プ ロ セ ス
と合衆国最高裁Ⅱ』82 頁（成文堂、2012）

註 17　�Bourjailey v. United States, 483 U.S. 171 (1987)　小早川義則「米判批」『デュー・プ ロ
セスと合衆国最高裁Ⅱ』95 頁（成文堂、2012）

註 18　�United States v. Owens, 484 U.S. 554 (1988)　小早川義則「米判批」『デュー・プ ロ セ
スと合衆国最高裁Ⅱ』99 頁（成文堂、2012）

註 19　�Coy v. Iowa, 487 U.S. 1012 (1988)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆国
最高裁Ⅱ』103 頁（成文堂、2012）

註 20　�Idaho v. Wright, 497 U.S. 805 (1990)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆
国最高裁Ⅱ』107 頁（成文堂、2012）

註 21　�Maryland v. Craig, 497 U.S. 836 (1990)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合
衆国最高裁Ⅱ』115 頁（成文堂、2012）

註 22　�White v. Illinois, 502 U.S. 346 (1992)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆
国最高裁Ⅱ』123 頁（成文堂、2012）

註 23　�Lilly v. Virginia, 527 U.S. 116 (1999)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合衆
国最高裁Ⅱ』129 頁（成文堂、2012）
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註 38　�Carmell v. Texas, 529 U.S. 513 (2000)　本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座
談会・合衆国最高裁判所 1999─2000 年開廷期重要判例概観」ア メ リ カ 法［2000─2］
235 頁、239 頁などがある。

註 50　�Roberts v. Russell, 392 U.S. 293 (1968) (per curiam) 　香城敏麿「米判批」ア メ リ カ 法
［1969─2］256 頁

註 64　�Davis v. Washington, Hammon v. Indiana, 547 U.S. 813 (2006)　小早川義則「米判批」
『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』173 頁（成文堂、2012）。このほか、田中利彦
編『アメリカの刑事判例 1』132 頁（成文堂、2017）［二本栁誠］なども参照。また、
本判決を含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2005─2006 年
開廷期重要判例概観」アメリカ法［2006─2］232 頁、286 頁などがある。

註 65　�Giles v. California, 554 U.S. 353 (2008)　小早川義則「米判批」『デュー・プロセスと合
衆国最高裁Ⅱ』190 頁（成文堂、2012）。このほか、田中利彦編『アメリカの刑事判例
1』207 頁（成文堂、2017）［宇川春彦］なども参照。また、本判決を含む紹介としては、
浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2007─2008 年開廷期重要判例概観」アメリ
カ法［2008─2］169 頁、218 頁、堀江慎司「第 6 修正の対面条項の射程をめぐる最近
の判例」アメリカ法［2010］106 頁などがある。

註 66　�Melendez-Diaz v. Massachusetts, 557 U.S. 305 (2009)　小早川義則「米判批」『デュー・
プロセスと合衆国最高裁Ⅱ』229 頁（成文堂、2012）。また、本判決を含む紹介として
は、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2008─2009 年開廷期重要判例概観」ア
メリカ法［2009─2］223 頁、226 頁、堀江慎司「第 6 修正の対面条項の射程をめぐる
最近の判例」アメリカ法［2010］106 頁などがある。

註 67　�Bullcoming v. New Mexico, 564 U.S. -, 131 S. Ct. 2705 (2011)　引用を 564 U.S. 647 (2011) 
に改める。大庭沙織「米判批」比較法学 47 巻 2 号 225 頁（2013）。また、本判決を含
む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2010─2011 年開廷期重要
判例概観」アメリカ法［2011─2］301 頁、370 頁などがある。

註 70　�Sandy Williams v. Illinois, 567 U.S. -, 132 S. Ct. 2221 (2012)　引用 を 567 U.S. 50 (2012) に
改める。中村真利子「米判批」比較法雑誌 47 巻 4 号 209 頁（2014）。また、本判決を
含む紹介としては、浅香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2011─2012 年開廷期重
要判例概観」アメリカ法［2012─2］225 頁、283 頁などがある。

註 71　�McQuiggin v. Perkins, 133 S. Ct. 1924 (2013)　引用を 569 U.S. 383 (2013) に改める。

註 103 �Lemon v. Kurtzman, 403 U.S. 602 (1971)　熊本信夫「米判批」伊藤正己 ほ か 編『英米
判例百選Ⅰ』106 頁（1978）、金原恭子「米判批」樋口範雄ほか編『アメリカ法判例百
選』40 頁（2012、有斐閣）、神尾将紀「米判批」樋口範雄ほか編『アメリカ法判例百選』
56 頁（2012）



連邦裁判所のヘビアス・コーパス審査における州裁判所の最終判断の判定方法

307

註 104 �Lynch v. Donnelly , 465 U.S. 668 (1984)　横田耕一「米判批」ジュリ ス ト 846 号 111 頁
（1985）

註 104 �Wallace v. Jaffree , 472 U.S. 38 (1985)　「米判批」ジュリスト 843 号 106 頁（1985）、喜
田村洋一「米判批」ジュリスト 868 号 84 頁（1986）、吉崎暢洋「米判批」判例タイム
ズ 611 号 133 頁（1986）

「警察官の不合理とは言えない法律の錯誤は、修正 4 条に照らして車両の停止を正当化する
個別具体的な嫌疑があったかと言えるのか─ HEIEN v. NORTH CAROLINA, 574 U.S. 
-, 135 S. Ct. 530 (2014)」横浜法学 26 巻 2 号 221─246 頁（2017 年 12 月 25 日）

註 17　�Prado Navarette v. California, 572 U.S. -, 134 S. Ct. 1683 (2014)　引用 を 572 U.S. 393 
(2014) に改める。また、本判決を含む紹介としては、英米刑事法研究会「アメリカ合
衆国最高裁判所 2013 年 10 月開廷期刑事関係判例概観」比較法学 49 巻 1 号 173 頁、
176 頁（2015）［田中利彦］などがある。

註 18　�Riley v. California, 573 U.S. -, 134 S. Ct. 2473 (2014)　引用 を 573 U.S. 373 (2014) に 改 め
る。小早川義則「米判批」名城ロースクール・レビュー 37 号 119─頁（2016）。このほ
か、柳川重規「逮捕に伴う搜索・押収の法理と携帯電話内データの捜索─合衆国最高
裁 Riley 判決の検討 [2014]」中大法学新報 121 巻 11=12 号 527 頁（2015）、髙村紳「携
帯電話保存情報の逮捕に伴う無令状捜索についての考察─ Riley 事件判決の検討を基
に」明大院法学研究論集 45 号 165 頁（2016）なども参照。また、本判決を含む紹介
と し て は、浅香吉幹 ほ か「座談会・合衆国最高裁判所 2013─2014 年開廷期重要判例
概観」アメリカ法［2014─2］247 頁、290 頁、英米刑事法研究会「アメリカ合衆国最
高裁判所 2013 年 10 月開廷期刑事関係判例概観」比較法学 49 巻 1 号 173 頁、180 頁

（2015）［洲見光男］などがある。

註 20　�Illinois v. Rodriguez, 497 U.S. 177, 183─186 (1990)　成田秀樹「米判批」椎橋隆幸編『米
国刑事判例の動向Ⅵ』261 頁（中央大学出版会、2018）

註 27　�Michigan v. DeFillippo, 443 U. S. 31 (1979)　宮島里史「米判批」渥美東洋編『米国刑事
判例の動向Ⅳ』30 頁（中央大学出版会、2012）

註 30　�United States v. Leon, 468 U. S. 897 (1984)　鈴木義男「米判批」鈴木義男編『ア メ リ
カ刑事判例研究第 3 巻』68 頁（成文堂、1989）、小林節「米判批」判例タイムズ 564
号 63 頁（1985）、安井哲章「米判批」渥美東洋編『米国刑事判例の動向Ⅳ』637 頁（中
央大学出版会、2012）

註 30　�Illinois v. Gates, 462 U. S. 213 (1983)　信太秀一「米判批」鈴木義男編『ア メ リ カ 刑事
判例研究第 2 巻』29 頁（成文堂、1986）、中野目善則「米判批」渥美東洋編『米国刑
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事判例の動向Ⅳ』80 頁（中央大学出版会、2012）

註 31　�Whren v. United States, 517 U. S. 806, 813 (1996)　成田秀樹「米判批」椎橋隆幸編『米
国刑事判例の動向Ⅵ』69 頁（中央大学出版会、2018）

註 33　�Malley v. Briggs, 475 U. S. 335 (1986)　田村泰俊「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判例
の動向Ⅵ』523 頁（中央大学出版会、2018）

註 37　�Terry v. Ohio, 392 U. S. 1, 22 (1968)　「米判批」ジュリスト 435 号 100 頁（1969）

註 38　�Devenpeck v. Alford, 543 U. S. 146 (2004)　このほか、、田中利彦編『アメリカの刑事判 
例 1』83 頁（成文堂、2017）［洲見光男］なども参照。

註 42　�Delaware v. Prouse, 440 U. S. 648 (1979)　「米判批」ジュリ ス ト 697 号 74 頁（1979）、
香川喜八朗「米判批」渥美東洋編『米国刑事判例の動向Ⅳ』577 頁（中央大学出版会、
2012）

註 52　�Illinois v. Krull, 480 U. S. 340 (1987)　柳川重規「米判批」椎橋隆幸編『米国刑事判例の
動向Ⅵ』529 頁（中央大学出版会、2018）

「州裁判所一審の有罪判決が上訴審で破棄された後、被告が有罪を根拠に付加的に支払った
金銭を返還しないことなどは、修正 14 条 1 節に反するか─ NELSON v. COLORADO, 
581 U.S. -, 137 S. Ct. 1249 (2017)」横浜法学 27 巻 2 号 263─286 頁（2018 年 12 月 25 日）

註 27　�Burks v. United States, 437 U. S. 1 (1978)　中野目善則「米判批」渥美東洋編『米国刑
事判例の動向Ⅰ』248 頁（中央大学出版会、1989）

註 43　�McDonald v. Chicago, 561 U. S. 742 , 811 (2010)　このほか、Huizenga Shawn「銃規制
と合衆国憲法第 2 修正の解釈─ McDonald v. City of Chicago を題材として」近畿大学
法学 59 巻 2=3 号 117 頁（2011）なども参照。また、本判決を含む紹介としては、浅
香吉幹ほか「座談会・合衆国最高裁判所 2009─2010 年開廷期重要判例概観」アメリカ
法［2010─2］271 頁、275 頁、英米刑事法研究会「英米刑事法研究（21）アメリカ合衆 
国最高裁判所刑事判例研究アメリカ合衆国最高裁判所 2009 年 10 月開廷期刑事関係判
例概観（下）」比較法学 45 巻 2 号 252 頁、262 頁（2011）［田中利彦］などがある。

「被告が無罪を主張している死刑宣告事件で、公選弁護人が有罪前提の弁護をすることは修
正 6 条違反か─ McCoy v. Louisiana, 584 U.S. -, 138 S. Ct. 1500 (2018)」横浜法学 28 巻 1
号 115 頁（2019 年 9 月 25 日）

＊本件評釈には、中村真利子「米判批」比較法雑誌 53 巻 1 号 159 頁（2019）などがある。

� （2019 年 10 月 20 日脱稿）


